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１．指針の目的について 

 

「市川市民が安全で安心して快適に生活することができる環境の向上のため

のカラス被害の防止等に関する条例」（以下、「カラス被害防止条例」という。）

は、カラス被害の対策を講じることにより、カラス被害の防止及び低減を図り、

もって市民等が安全で安心して快適に生活することができる環境の向上に寄与

することを目的に制定されたものです。 

 

カラス被害防止条例では、カラス被害の対策は、市長、事業者及び市民等がそ

れぞれの責務を適切に認識するとともに、相互に協力及び連携をして推進するこ

とを基本理念の一つとしており、それぞれの責務が規定されています。 

 

市長の責務は、カラス被害対策指針を策定し、これに基づく施策を実施するこ

と、カラス被害の対策に関する情報の収集に努めるとともに、事業者及び市民等

に対し、施策の啓発、情報の提供、助言その他必要な措置を行うこと、また、よ

り適切な推進体制を整備することとしています。 

 

本指針は、市域におけるカラスの実態調査を実施し、生息状況やカラスの特性、

ごみ集積場所の被害状況等から、本市が行う効果的なカラス被害対策や実効性を

高めるための市の推進体制を規定したものであり、カラス被害を予防すると同時

に、発生したカラス被害を出来る限り低減するものとして、今後、取り組むべき

具体的な施策を実施する上での拠りどころとするものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（基本理念） 
第３条 カラス被害の対策は、市⻑、事業者及び市⺠等がそれぞれの責務を適切に認識すると 

ともに、相互に協⼒及び連携をして、推進されなければならない。 
２ カラス被害の対策は、カラスが⿃獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１

４年法律第８８号）の適⽤の対象となる⿃類に属する野⽣動物であることに留意して⾏われなけ
ればならない。 

３ カラス被害の対策は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７
号）、市川市廃棄物の減量、資源化及び適正処理等に関する条例（平成５年条例第１３
号）その他の法律、条例等による施策と相まって、効果的に⾏われなければならない。 

カラス被害防止条例 抜粋 
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２．カラスの種類及び特性 

 

カラス被害防止条例 第 2 条第 1 号では「カラス」として、ミヤマガラス、ハ

シボソガラス及びハシブトガラスの 3 種が想定されている。それぞれの種につ

いて、以下に生態を示す。 

 

①ミヤマガラス 

主に 10～3 月にかけて冬鳥として西日本などに渡来。水田や田畑などの場

所で、地上に下りて昆虫や落ち穂などを群れで採食する。市川市内ではほとん

ど見られない。 

全長 約 47 ㎝  

外見 ハシボソガラスよりも一回り小さ

い。くちばしの付け根の部分が白

く、先が細く尖っている。 

鳴き声 ハシボソガラスよりもか弱い音

で、「カララカララ」、「ガァー」と

鳴く。 

生息環境 疎林や視界の開けた草原、河原、農

耕地など。 

食性 雑食で昆虫や果実、種子などを食

べる。 

 

 

②ハシボソガラス 

年間を通して同じ地域に生息する留鳥であり、農耕地で多く見かけられる。 

全長 約 50 ㎝  

外見 くちばしが細めで真直ぐである。 

鳴き声 「ガァ、ガァ」と濁った声で鳴く。 

生息環境 疎林や視界の開けた草原、河原、農

耕地など。 

繁殖生態 見通しの良い高木に営巣すること

が多く、産卵数は 3～5 個。木の

葉が芽吹く前に営巣を始め、雛が

巣立つ頃には神経質になる。 

食性 雑食で農作物やコガネムシなどの

昆虫などを好む。 

 

： 
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③ハシブトガラス 

ハシボソガラスと同様に、年間を通して同じ地域に生息する留鳥である。市

内で最も多くみられるカラスであり、繁華街や住宅地で見られることが多い。 

全長 約 56 ㎝  

外見 くちばしが太くて湾曲している。 

鳴き声 「カァ、カァ」と澄んだ声で鳴く。 

生息環境 茂った樹林地の林縁など。 

繁殖生態 茂った常緑樹に営巣することが多

く、産卵数は 3～5 個。木の葉が

茂ってから営巣を始め、営巣期間

を通じて神経質である。 

食性 雑食で樹木の種子や肉類などを好

む。 
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３．本市におけるカラスの生息状況及び被害 

 

３－１ 生息状況 

（平成 31 年 1 月【越冬期】と令和元年 9 月【繁殖終了期】の調査結果） 

市内周辺におけるカラスの生息状況を調査するため、カラス類の大規模なね

ぐらである真間山周辺と船橋市藤原の 2 箇所について、ねぐら入りしたカラス

の数を調査した。 

今回の調査結果と平成 19 年の調査結果を比較すると、1 月の調査では、12

年前（平成 19 年 1 月）と比べて、真間山周辺のねぐらでは 7％減（101 羽

減）、船橋市藤原のねぐらでは 40％減（1,366 羽減）であった。また、9 月

の調査では、真間山周辺のねぐらでは 40％減（758 羽減）、船橋市藤原のね

ぐらでは 32％減（1,248 羽減）であった。 

このことから、市内周辺の大規模なねぐらでは、カラス類の生息数が減少し

ていることがわかった。 

 

 

【1 月の調査結果】 

調査場所 
平成 19 年 1 月 平成 31 年 1 月 

記録数 増減率 記録数 増減率 

真間山周辺 1,453 羽 － 1,352 羽 7％減 

船橋市藤原 3,424 羽 － 2,058 羽 40％減 

計 4,877 羽 － 3,410 羽 30％減 

 

 

【9 月の調査結果】 

調査場所 
平成 19 年 9 月 令和元年 9 月 

記録数 増減率 記録数 増減率 

真間山周辺 1,883 羽 － 1,125 羽 40％減 

船橋市藤原 3,950 羽 － 2,702 羽 32％減 

計 5,833 羽 － 3,827 羽 34％減 
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３－２ 営巣状況 

（令和元年 5 月【繁殖期】の調査結果） 

市内におけるカラスの営巣状況を推測するために、500ｍ四方の調査区域等

を複数設定し、巣の状況を確認した。 

今回の調査結果からは、市内全域で 409 巣が営巣していると推測され、平成

19 年の調査結果（421 巣）と比べて 2.9％減（12 巣減）であった。 

カラスの営巣状況は平成 19 年と比べて微減であったが、繁殖終了期（９

月）の生息数は平成 19 年と比べて大幅に減少していることから、カラスの雛

鳥にとって生育環境が悪化した（ごみの排出状況の改善により、必要な餌資源

の確保が困難になった等）と推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

30％減 

（羽） 

34％減 

（羽） 
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３－３ ごみ集積場所の状況 

（平成 31 年 1 月【越冬期】と令和元年５月【繁殖期】の調査結果） 

カラス等によるごみ集積場所の被害状況を調べるため、全長約 2 ㎞の調査区

間を複数設定し、当該調査区間にあるごみ集積場所の状況（カラス等による被害

の有無、カラス対策ネット等の防除対策の有無、ごみ集積場所周辺のカラス類の

数）についての調査を行った。 

今回の調査結果と平成 19 年の調査結果を比較すると、1 月の調査では、カラ

ス対策ネットなどの防除対策がなされているごみ集積場所の割合は、55％から

87％へと改善されており、被害を受けたごみ集積場所の割合も 4.3％から 2.3％

へと低減した。 

また、5 月の調査では、防除対策がなされているごみ集積場所の割合は、63％

から 85％へと改善されており、被害を受けたごみ集積場所の割合も 7.2％から

1.9％へと低減した。 

前回調査から 12 年が経過し、防除対策の普及率は増加しており、これまで

のごみ対策の成果が現れていると考えられる。 

 

 

【1 月調査】 

 
平成 19 年 1 月 

(ア) 

平成 31 年 1

月 

(イ) 

(イ)－(ア) 

ごみ集積場所数(A) 376 カ所 397 ヵ所 21 ヵ所 

対策済のごみ集積場所数(B) 207 ヵ所 344 ヵ所 137 ヵ所 

対策済のごみ集積場所の割合(B/A) 55％ 87％ 32 ポイント 

被害を受けたごみ集積場所数(C)  16 ヵ所 9 ヵ所 △7 ヵ所 

被害を受けたごみ集積場所の割合

(C/A) 
4.3％ 2.3％ △2.0 ポイント 

ごみ集積場所周辺のカラス類の数 60 羽 27 羽 △33 羽 

 

 

【5 月調査】 

 平成 19 年 5 月 

(ア) 

令和元年 5 月 

(イ) 
(イ)－(ア) 

ごみ集積場所数(A) 348 ヵ所 378 ヵ所 30 ヵ所 

対策済のごみ集積場所数(B) 220 ヵ所 322 ヵ所 102 ヵ所 

対策済のごみ集積場所の割合(B/A) 63％ 85％ 22 ポイント 

被害を受けたごみ集積場所数(C)  25 ヵ所 7 ヵ所 △18 ヵ所 

被害を受けたごみ集積場所の割合

(C/A) 
7.2％ 1.9％ △5.3 ポイント 
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ごみ集積場所周辺のカラス類の数 44 羽 34 羽 △10 羽 

４．カラス被害対策 

 

平成 30 年度、令和元年度に行った調査では、越冬期、繁殖終了期ともに、ねぐ

らに集まるカラス類の個体数とごみ集積場所周辺で確認したカラス類の個体数が

減少しており、ごみ集積場所の被害割合も減少傾向にあるという結果となった。 

前回調査から 12 年が経過し、防除対策の普及率は増加しており、これまでの

ごみ対策の成果が現れているものと考えられる。 

今後は、さらにカラス被害の温床となる生ごみ等の餌資源を減らすと同時に、人

とカラスが過剰に干渉することのない状況を築くことが重要であり、そのための方

策の検討と実施、効果の検証を行うことが必要である。 

 また、カラス被害は、事業者や市民の日常行動が密接に関連している場合が多

いため、それぞれ自らが、カラス被害を発生させないようにするとともに、市

は、関係各課と連携したさまざまな施策を実施し、市民、事業者と協力しながら

効果的に取り組みを行うことが必要である。 

 

 

 

４－１ 市、市民、事業者の責務 

（１）市の責務 

 市は、カラス被害に対する「カラス被害対策指針」を策定し、カラス被害の低

減を図るための適切な推進体制の整備を行い、対策を実施するとともに、市民及

び事業者に対し、助言その他必要な措置を行う。また、指針については、おおむ

ね４年毎に検証し、施策の効果の検証を行う。 

 

（２）市民の責務 

市民は、家庭から排出される生ごみの減量、ごみ集積場所のごみの散乱防止対

策を行うとともに、カラスへの餌やり、カラスの巣の材料となるハンガー等の放

置等、自らがカラス被害を発生させる行為を行わないようにするとともに、市が

実施するカラス被害の対策に積極的に協力する。 

 

（３）事業者の責務 

事業者は、委託業者との契約等適切なごみ処理の実施など、自らがカラス被害

を発生させないようにするとともに、市が実施するカラス被害の対策に積極的に

協力し、カラス被害を発生させないよう努める。 

また、特にマンションやアパートなど集合住宅のオーナーや管理会社等は、集

合住宅のごみ集積場所をについて、適正な管理を行うものとする。 
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（市長の責務） 

第４条 市長は、この条例の目的及び前条に規定する基本理念にのっとり、カラス被害の対策

に関する指針（以下「カラス被害対策指針」という。）を策定し、これに基づく施策を実施

するものとする。 

２ 市長は、カラス被害の対策に関する情報の収集に努めるとともに、事業者及び市民等に対

し、前項の施策の啓発、情報の提供、助言その他必要な措置を行うものとする。 

３ 市長は、カラス被害の対策は様々な施策が相互に密接に関連するという特徴があることに

鑑み、より適切な推進体制を整備するものとする。 

 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、事業活動を行うに当たり、第３条に規定する基本理念にのっとり、自らが

カラス被害を発生させないようにするとともに、市長が実施するカラス被害の対策に積極的

に協力するものとする。 

 

（市民等の責務） 

第６条 市民等は、第３条に規定する基本理念にのっとり、自らがカラス被害を発生させない

ようにするとともに、市長が実施するカラス被害の対策に積極的に協力するものとする。 

２ 市民等は、相互に協力して、カラス被害を発生させないよう努めるものとする。 

カラス被害防止条例 抜粋 

＜市、市民、事業者の責務＞ 

カラス 

被害 

市 事業者 

市 民 

第４条（市長の責務） 

カラス被害対策指針を策定し、 

啓発、助言その他必要な措置を 

行い、適切な推進体制を整備 

する。 

第５条（事業者の責務） 

事業活動を行うに当たり、 

市が実施するカラス被害の 

対策に積極的に協力する。 

第６条（市民等の責務） 

市が実施するカラス被害の 

対策に積極的に協力し、 

カラス被害を発生させない 

よう努める。 

第８条（集合住宅におけるカラ

ス被害の防止及び低減） 

居住者への啓発・指導を行うと

ともに、ごみ集積場所を清潔に

管理する。 

集合住宅の 
オーナー、管理者等 
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＜市、市民、事業者のカラス被害対策における主な取り組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生ごみの減量 
○食品ロス削減意識の向上 

と取り組みの推進 

 

ごみの散乱防止 
○カラス対策ネットの利用

や金網式ごみ箱の設置の

検討 

〇ごみ出しルールの順守 

市民が行うべき行動 

ごみの散乱防止 

〇居住者への適切なごみ出し

ルールの周知 

〇新たに建設する集合住宅は

ごみ集積場所にごみストッ

カーを設置 

〇既存の集合住宅で居住者専

用のごみ集積場所が無い場

合は、設置を検討 

〇カラス対策ネット等の利用

の検討 

集合住宅の管理者の責任 

適正なごみ処理 

〇委託業者との契約等適切

なごみ処理の実施 

事業者の責任 

巣作りの材料となる 

ハンガー等の適正管理 

〇ハンガーや餌となるペット

フード等の適正管理 

市民と事業者が

行うべき行動 

餌をやらない 

〇生物間のバランスを崩

す行為は行わない 

 

カラスの生態を理解 

〇営巣期などカラスが威

嚇・攻撃してくる場合

は、近づかない 

市民が行うべき行動 

啓発、情報の提供、指導、その他必要な措置の実施 

市の取り組み 

市民、事業者の取り組み 

ごみ対策（4－２参照） 

カラスとの共生 
（4－3 参照） 
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４－２ ごみ対策 

カラスの市外等からの流入及び増加を防ぐためには、ごみ対策は最も重要か

つ効果的な対策となる。 

具体的な取り組みとしては、生ごみの減量化、排出されたごみとカラスとの接

点を最小限に抑えるカラス対策ネットや金網式ごみ箱の普及が考えられる。 

カラス対策ネットについては、その使用に当たって、大きさの不足でごみを完

全に覆っていないなどの状況が見られることから、適正な使い方の周知も必要

である。 

 

（１）生ごみの減量 

目的 市の施策 担当課 

カラスの餌となる

家庭からの生ごみ

の排出量を削減す

る 

・不必要な食材を買わない、食材の使い切り、

料理の食べ切り、生ごみ排出時の水切りの徹

底についての啓発 

・食品ロス削減の推進 

清掃事業課 

 

【主な取り組み】 

○ 環境フェアや市民まつり等のイベントで周知・啓発 

○ 小学校等と連携した環境学習の実施 

○ 自治会出前講座の実施 

○ じゅんかんパートナー※との連携による地域単位の啓発 

○ じゅんかんニュース、市公式 Web サイト、市広報誌等の広報媒体を活用し

た周知・啓発 

※資源が循環するまちを目指し、ごみ問題を一緒に考え行動していただく地域のリーダー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜じゅんかんニュース＞ 
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（２）ごみの散乱防止 

目的 市の施策 担当課 

カラスとごみとの

接点を最小限に抑

える 

・カラス対策ネットや金網式ごみ箱の貸出し 

・カラス対策ネットの正しい使い方の啓発 

・ごみ出しルールの周知徹底 

・生ごみの出し方の工夫等についての啓発 

清掃事業課 

 

【主な取り組み】 

○ ごみ集積場所利用世帯数や設置場所に応じたカラス対策ネットや金網式ごみ

箱の貸出し 

○ ごみ集積場所の排出状況調査を定期的に実施し、排出状況が悪いごみ集積場

所には、注意啓発看板の設置や周辺世帯にリーフレットを投函 

〇 生ごみの出し方の工夫※についての周知 

○ 外国人世帯に対しては、外国語版リーフレット（英語・中国語・韓国語・タ

イ語・スペイン語・ポルトガル語）を投函 

○ じゅんかんパートナーとの連携による地域単位の啓発 

○ じゅんかんニュース、市公式 Web サイト、市広報誌等の広報媒体を活用し

た周知・啓発 

※カラスは視力が良く、食べ物を目で探すため、生ごみは外から見えないように、紙に包ん

だり、袋の中央に入れるなどの対策が有効と言われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
＜外国語版リーフレット＞ 
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＜事業系ごみ ガイドブック＞ 

(注) http://www.city.ichikawa.lg.jp/common/000303645.pdf で閲覧できます 

（３）新たに建設される集合住宅を対象とした、ごみ集積場所へのごみストッカー※

の設置指導 

目的 市の施策 担当課 

カラスとごみとの

接点を最小限に抑

える 

新設される集合住宅へのごみストッカー※の 

設置指導 
清掃事業課 

※カラスの被害を防止するために屋根や蓋の付いたごみの収納庫 

 

【主な取り組み】 

○ 新設の集合住宅で開発行為に該当する場合は、申請時にごみ集積場所への 

ごみストッカーの設置を指導 

  

 

 

（４）事業者に対するごみ対策 

目的 市の施策 担当課 

カラスとごみとの

接点を最小限に抑

える 

事業者へのごみ出しの適正化の指導 清掃事業課 

 

【主な取り組み】 

○ 不適正なごみ出しを行っている事業所の調査・指導 
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＜注意喚起用看板の例＞ 

＜餌やりに対する対応フロー＞ 

４－３ カラスとの共生 

カラス被害を低減するためには、人とカラスの共生も必要であり、そのために

は、生態系のバランスを崩すような行為を控えることが重要である。 

生態系のバランスを崩すような行為としては、具体的にはカラスへの餌やり、

ペットフードや巣作りの材料となるものの放置などがあげられるため、その対策

を行う。 

 

（１）餌やり行為に対する注意喚起 

目的 市の施策 担当課 

人とカラスの共生 

・看板の設置等による注意喚起 

・カラスへの餌やり、餌やりにつながる行為

を行わないことについての周知と理解 

自然環境課 

※公園や緑地内につ

いては、公園緑地課 

 

【主な取り組み】 

○ 施設管理者と連携した注意喚起 

○ 餌やり被害場所に注意喚起用看板の設置 

○ 餌やりをする人への直接指導 

○ 市公式 Web サイト、市広報誌等の広報媒体を活用した周知・啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注意喚起用

看板の設置 

餌やりの通報 

現地確認 

餌やりする人への直接指導 

（カラス被害防止条例 

第 13 条に基づく「助言・支援」） 

改善が見られない場合、餌やりする人に対して再度指導 

（カラス被害防止条例 第 14 条第 1 項に基づく「改善

指導」） 
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（２）ペットフードや巣作りの材料となるものの適正管理 

目的 市の役割 担当課 

餌の供給の遮断と 

巣作りの抑制 

・餌になるペットフード等の適正管理の啓発・ 

指導 

・巣作りの材料となるハンガー等の適正管理の

啓発・指導 

自然環境課 

 

【主な取り組み】 

○ 市公式 Web サイト、市広報誌等の広報媒体を活用した周知・啓発 

○ 巣作り材料となるハンガー、餌となるペットフード等が適正に管理されてい

ない人が特定できれば直接指導 

 

 

＜啓発・指導フロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広報媒体の活用 

巣作りの抑制 巣作りの材料となる

ハンガー等の適正管

理の啓発 

餌となるペットフー

ド等の適正管理の 

啓発 

餌の供給源遮断 

巣作りの材料となるものやペットフードの適正管理がなされ

ていない人が特定できれば直接指導 

（カラス被害防止条例第 13 条に基づく「助言・支援」） 

改善が見られない場合は再度指導 

（カラス被害防止条例第 14 条第 1 項に基づく「改善指導」） 
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４－４ 生息数の抑制 

カラスは野生動物のため、その捕獲等については「鳥獣の保護及び管理並びに

狩猟の適正化に関する法律」（以下、「鳥獣保護管理法」という）に基づく許可な

どの条件を要するため、慎重な対応が必要となる。 

まずは、自然との共生という観点で、カラスの生態、危険回避方法を周知し、

そのうえで、日常生活においてカラスからの威嚇・攻撃行動がある場合について

は、必要に応じて、繁殖期等に樹木等の巣や卵、雛鳥の撤去を行うものとする。 

 

目的 市の施策 担当課 

自然との共生 カラスの生態等についての周知 自然環境課 

危険の回避 

・市民への注意喚起 

・関係課職員の鳥獣保護管理法に基づ

く、卵や雛鳥の捕獲等の許可の取得 

・巣や卵、雛鳥の撤去 

まちの相談直行便（総合

市民相談課、行徳支所総

務課） 

※公園や緑地内については、

公園緑地課 

 

【主な取り組み】 

○ 市民への注意喚起、巣や卵、雛鳥の撤去等 

平常時と威嚇・攻撃などがある場合の危険な状態とに分けて対応 

 

平常時 危険な状態の場合 

（威嚇・攻撃などがある場合） 

カラスの生態等について、市公式 Web サ

イト、市広報紙を活用して周知 

＜注意喚起＞ 

・巣の近くに近寄らないように注意喚起する

ポスターを掲示 

・周辺の幼稚園や保育園の通園路、及び小中

学校の通学路の場合は、当該幼稚園や保育

園、小中学校へ連絡 

 

＜樹木等の巣や卵、雛鳥の撤去＞ 

・周辺を調査し、巣が市の管理地にある場合

は撤去 

・電柱や送電線等にある巣については、相談

者と連携し、管理者に対し、巣や卵、雛鳥

の撤去等を依頼 
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＜カラスの生態等についての周知例（広報いちかわ）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜巣等の撤去に関するフロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カラスが威嚇してくる 

看板設置等により、注意喚起 

注意喚起では危険を回避できない

場合は、巣等の撤去 

人への危害が無い場合は見守る 

カラスの巣等の撤去相談 

電柱や送電線等の場合は、

相談者と連携し、管理者に

巣の撤去を依頼 
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４－５ カラス生息状況調査等の実施 

カラスの個体数管理において、実施した対策の効果を評価する重要な指標とな

るため、定期的かつ長期的にモニタリング調査を実施する。 

 

目的 市の施策 担当課 

対策の効果に対する評価

と新たな取り組みの検討 

・定期的な調査の実施 

・対策の効果についての検証 

・新たな取り組みの検討 

自然環境課 

 

【主な取り組み】 

○ おおむね４年ごとに、その内容及び効果について検証 

○ 実施した対策の効果について検証し、新たな取り組みを検討 

○ 調査項目を検討 

 

  

 

（緊急的なカラス被害への対応） 

第１１条 市長は、市民等の身体の安全及び財産の保護の観点から対応すべき緊急性が高いと

判断し、次のいずれにも該当すると認めるときは、その状況に応じ、適切かつ迅速な対応を

行わなければならない。 

⑴ 現にカラス被害が発生しているとき。 

⑵ カラス被害が発生した場所又はカラス被害の発生原因と思料される場所について市、県又

は国（以下「市等」という。）が所有又は管理をしているとき。 

２ 市長は、市民等の身体の安全及び財産の保護の観点から対応すべき緊急性が高いと判断

し、次のいずれにも該当すると認めるときは、その状況に応じ、カラス被害が発生した場所

又はカラス被害の発生原因と思料される場所の関係人と協力し、適切かつ迅速な対応を行わ

なければならない。ただし、当該関係人と連絡を取ることができないとき又は当該関係人の

協力を得ることができないときは、市民等にカラス被害を避けるための注意を喚起する等の

対応を行うものとする。 

⑴ 現にカラス被害が発生しているとき。 

⑵ カラス被害が発生した場所又はカラス被害の発生原因と思料される場所について市等以

外のものが所有又は管理をしているとき。 

３ 市長は、市民等の身体の安全及び財産の保護の観点から対応すべき緊急性が高いと認める

ときは、カラス被害に係る事実を公表することができる。 

カラス被害防止条例 抜粋 
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４－６ 条例違反者への対策 

カラス被害防止条例を違反したものに対して、当該条例に基づき改善指導等を

行う。 

 

目的 市の施策 担当課 

条例違反者の行動を是正

し、カラス被害の防止や低

減を図る 

ごみ集積場所の利用者及び管理者

に対する助言及び支援、改善指導、

改善勧告、改善命令等 

清掃事業課 

自然環境課 

 

【主な取り組み】 

○ 現地確認を行い、違反状況が特定できた場合は、居住者に対して啓発文書を 

投函 

○ 集合住宅の場合は当該集合住宅の管理者に対し、直接指導 

 

＜対応フロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現地確認 
改善が見られない場合

は啓発文書投函等によ

る改善指導 

（カラス被害防止条例

第 14 条第 1 項） 

改善が見られない場合は、居住者への啓発文書投函や管理会社等へ

の文書等による改善指導（カラス被害防止条例第 14 条第 1 項） 

改善指導不履行の場合は、当該改善指導不履行者に対し改善勧告 

（カラス被害防止条例第 14 条第 2 項） 

改善勧告不履行の場合は、当該改善勧告不履行者に対し改善命令 

（カラス被害防止条例第 15 条） 

改善命令不履行の場合は、当該改善命令不履行者を公表 

（カラス被害防止条例第 16 条） 

ごみの適正な排出やごみ集積場所

の清潔保持について助言・支援 

（カラス被害防止条例 第 13 条） 

【集合住宅】 

【戸建住宅】 
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青色蛍光フィルムを使用した忌避効果の検証 

大学等が新規農業資材として開発した青色蛍光フィルムの

検証実験に協力し、市内のごみ集積場所や個人宅のベランダ、

市の施設等にフィルムを貼付した風車を設置し、設置前後の

カラスの飛来状況を目視で観察した。 

風車設置前は各設置場所にカラスが 1～2 羽飛来していた

が、風車を設置したごみ集積場所は設置後しばらくしてカラ

スが見かけられなくなった。 

しかし、設置した風車は無風状態だと効果が表れにくく、場

所によっては効果が得にくいことも示唆された。 

４－７ 今後検討する対策 

４－２から４－６までの対策に加えて、将来的に実効性のある対策を講じるた

め、以下のことを実施する。 

 

 

新取り組み内容 市の施策 担当課 

新たな取り組みの検討 

・効果的な被害対策技術等の調査 

・周辺自治体との情報交換 

・モニター事業※の検討 

自然環境課 

 

【主な取り組み】 

○ 継続的に効果が持続するような被害対策技術等の調査の実施 

〇 カラス被害に対する方策について知見を得るための周辺自治体との情報交換 

〇 忌避剤の散布など、新たなカラス対策のモニター事業の検討 

 

※モニター事業とは、一定期間実施し、効果等を検証するもの。効果が見られたものについて

は、普及策を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取り組み事例 

＜設置された風車＞ 
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４－８ 実施目標 

目標については、概ね 4 年毎に行う「カラスの生息状況調査」の調査項目で

あるカラス等による被害を受けたごみ集積場所の割合と大規模ねぐら２箇所に

おけるカラスの生息数を一つの指標とし、その数値の減少とする。 

調査結果を踏まえ、実施した対策の効果等を検証し、今後の施策を検討す

る。 

 

５．カラス対策の推進体制について 

カラス被害に対する方策を推進する体制は下記のとおりとし、担当課が各施策

を推進する。 

また、カラス被害の苦情等に対しては、各課が連携して迅速に対応する。 

 

対策内容 担当部署 

生ごみの減量 清掃事業課 

カラス対策ネットの貸与 清掃事業課 

金網式ごみ箱の貸与 清掃事業課 

集合住宅におけるごみストッカーの設置指導 清掃事業課 

餌やりの防止 自然環境課 

ペットフードや巣作り資源の適正管理 自然環境課 

カラスの糞尿汚染による市道の清掃 道路安全課 

繁殖期等における巣及び卵、雛鳥の撤去 
まちの相談直行便 

（総合市民相談課、行徳支所総務課） 

効果的な被害対策技術等の調査 自然環境課 

カラス生息状況調査の実施 自然環境課 

周辺自治体との情報交換 自然環境課 

モニター事業の検討 自然環境課 

公園、緑地、街路樹でのカラス被害相談 公園緑地課 

事業者へのごみ出し指導 生活環境保全課 

農地でのカラス被害相談 農業振興課 
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【問題発生場所は？】 

【相談内容は？】 

【場所は？】 

＜相談フロー＞ 

 

 

 

※電柱や送電線等にある巣については、相談者と連携し、管理者に対し、巣の撤去を依頼

相談者 

公園、緑地、街路樹 農地 ごみ集積場所 

公園緑地課 農業振興課 

餌やり 

それ以外 

巣等の撤去※ 

清掃事業課 

自然環境課 

江戸川放水路以北 江戸川放水路以南 

まちの相談直行便 

（総合市民相談課） 

まちの相談直行便 

（行徳支所総務課） 

巣作りの材料となる

ものの放置 


